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まつばらこども園給食調理業務委託仕様書 

 

1 委託業務名 

まつばらこども園給食調理業務委託 

2 委託場所 

施設名 定員 住所 

まつばらこども園 150 名 敦賀市松島町２８番４４号 

3 委託期間 

令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までとする。契約締結日から令和９年３月３１日までは、

業務を遅滞なく遂行するための準備期間とする。ただし、この準備に係る費用は、受託者の負担とす

る。受託者は、業務開始までに、食品衛生法その他関係法令に基づき、本業務の実施に必要となる営業

許可、営業届出その他必要な手続について、所管保健所と協議のうえ、受託者の責任及び負担により行

うものとする。事業団は、施設所有者又は設置者として必要な資料提供その他合理的な協力を行う。 

なお、契約期間は 3年間を基本とし、期間満了をもって終了する。契約期間の年度毎に業務履行状況の

評価を行い、評価結果その他の事情を総合的に勘案して、再契約の可否を検討する。 

4 基本方針 

（1）受託者は、こども園における給食の趣旨を十分に理解し、園児に安全かつ安心で良質な給食を安

定的に提供すること。 

（2）乳幼児の発達段階、健康状態、アレルギー、その他個別事情に応じ、幼児食、乳児食、離乳食、

除去・代替食、配慮食の質の確保を図ること。 

（3）受託者は、児童福祉法、食品衛生法、食育基本法、労働基準法その他関係法令を遵守し、厚生労

働省「大量調理施設衛生管理マニュアル」、文部科学省「学校給食衛生管理基準」及び敦賀市社会

福祉事業団こども園給食衛生管理マニュアルを基準として業務を実施すること。 

（4）調理業務は園内調理室で行うものとし、園長の了承なく施設外で調理した給食を搬入してはなら

ないこと。 

（5）事業団は、業務遂行上必要な施設、食器、器具及び備品等を無償で貸与し、受託者は善良な管理

者の注意をもって使用すること。 

（6）受託者は、園児及び保護者等と接する際、礼儀正しく親切丁寧に応対し、園の食育活動に業務に

支障のない範囲で積極的に協力すること。 

（7）受託者は、園児の健康情報、食物アレルギー情報その他個人情報を適切に管理し、漏えいを防止

すること。また、業務に関する写真、情報等を SNS等へ掲載してはならないこと。 

 

5 給食を提供する日及び時間 

給食を提供する日は、原則として 1月 4日から 12月 28日までとし、土曜日、日曜日及び祝祭日を除

く。ただし、園行事、特別保育、災害その他必要がある場合は、事業団と受託者が協議のうえ変更する

ことがある。 
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区分 食事内容 提供時間 備考 

平 日 

配茶 9:00 3 歳未満児 

午前おやつ 9:00～9:30 3 歳未満児 

検食 10:30 園長又は園長が指定する者 

昼食 11:00～11:45 
全員。昼食時間の 5 分前ま

での提供を目安とする 

午後おやつ 14:30～15:20 全員 

・おやつのお菓子等は、原則として前日の夕方までに準備すること。 

・園行事等により給食時間を変更することがある。この場合は、園長又は事業団栄養士の指示に従う

こと。 

6 給食を提供する食数及び提供日 

（1）給食の提供日は、原則として月曜日から金曜日までとする。ただし、祝日、年末年始その他こど

も園の休園日を除く。 

（2）給食の提供対象者及び予定食数は、次のとおりとする。 

区分 予定人数 年間提供日数の目安 

2号認定児及び 3号認定児童 141人 243日程度 

1号認定児 9人 200日程度 

職員等（調理従事者含む） 30人程度 243日程度 

合計 通常日 180食程度 ― 

（3）園児 150人の年齢区分別の定員は、3歳未満児 48人、3歳以上児 102人を予定する。 

（4）前各項に掲げる人数、食数及び年間提供日数は、現時点における見込みであり、入園状況、園児

及び職員の出欠、園行事、長期休業期間、預かり保育の利用状況その他の事情により増減する。したが

って、記載した食数を保証するものではない。 

（5）委託者は、実際に調理する食数を原則として 1か月単位で受託者に明示する。食数に変更がある

場合は、原則として 2日前までに指示する。ただし、感染症、災害、突発的な欠席その他やむを得ない

事情がある場合は、この限りでない。 

（6）受託者は、認定区分、年齢、クラス、アレルギー、離乳食、配慮食その他の給食形態に応じて、

適切に食数を管理すること。 

7 給食の種類 

食事の種類 内容 

離乳食 
献立表に基づき、月齢及び個人の発達状況に応じて大きさ、軟らかさ、形態等を工夫す

る。 

普通食 
献立表に基づき、年齢に応じた大きさ、軟らかさ、温度、盛付等を工夫して提供する。味

付けの調整を行った場合は記録する。 

アレルギー食 
個別のアレルゲン食品を確認し、アレルギー献立表に基づき提供する。調理場所、調理器

具、食器等を明確に区別し、提供前にダブルチェック及び責任者による最終確認を行う。 

配慮食 園長が必要と認める事情に応じて提供する。 

行事食・クッキング 
給食参加、試食会、園行事、収穫物を用いた活動等に応じ、事業団と協議のうえ必要な対

応を行う。 
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8 業務及び作業内容 

受託者が行う主な業務は、次のとおりとする。詳細な分担は別表 1「調理業務分担区分」による。 

区分 主な業務内容 

献立関連 献立承認会議への参加、調理方法・行事対応の確認、栄養士との打合せ 

食材納入 荷受け、検収、食材料の保管、在庫管理 

調理 調理台等の消毒、下処理、調理、おやつ準備、検食の準備及び保存食の採取 

配膳・片付け 盛付、配缶、アレルギー食等の区別、食器・器具の洗浄消毒、残菜処理 

衛生管理・施設管理 調理室等の衛生管理、機械・器具の管理、食品衛生管理、防火管理 

その他 研修への参加、必要書類の作成・提出、給食展示、食育への協力、付帯業務 

9 献立及び調理 

（1）献立は、事業団が作成し、実施月の前月の連絡会において内容、調理方法、行事予定等を確認し

たうえで実施する。 

（2）受託者は、事業団が提供する食材料により調理する。調理方法等については、原則として前日ま

でに栄養士と打合せを行うこと。 

（3）調理にあたっては、HACCPに沿った衛生管理を実施し、大量調理施設衛生管理マニュアル等を基準

として作業すること。 

（4）調理中の各献立及び食品別に、加熱、冷却、加工の時刻及び温度を記録すること。 

（5）包丁及びまな板は、下処理用、調理用、果物用、調理済み用等に区別して使用すること。 

（6）原材料及び調理済み食品は食品ごとに 50g程度ずつ採取し、専用冷凍庫において－20℃以下で 2

週間以上保存すること。 

10 配膳、下膳及び片付け 

（1）給食の味、温度及び衛生状態を損なわないよう、調理後速やかに盛付け又は配缶を行うこと。 

（2）3歳未満児の給食は、調理室において園児ごとに個別の食器へ盛り付け、番重に収容した上で配膳

カートに載せ、委託者が指定する時刻までに各保育室又は指定場所へ搬送すること。 

（3）3歳以上児の給食は、調理室において料理ごとに食缶へ入れ、必要な食器及び器具とともに配膳カ

ートに載せ、委託者が指定する時刻までに各保育室へ搬送すること。搬送後は、食缶、食器及び配

膳に必要な器具を配膳カートから取り出し、各保育室の配膳台へ配置すること。 

（4）3歳以上児の個人用食器への盛付け及び園児への給食の受渡し並びに園児の喫食中の見守りは、原

則として委託者の職員が行うものとする。 

（5）アレルギー食、離乳食及び配慮食は、他の給食と明確に区別して盛り付け、専用の容器等に収容

するとともに、園児の氏名、クラス及び対応内容を表示すること。提供時には、委託者の職員と相

互に確認した上で、確実に引き渡すこと。 

（6）アレルギー食及び離乳食に関する点検表により、確認結果を記録し、委託者に提出すること。 

（7）受託者は、給食終了後、委託者が指定する時刻に、各保育室又は指定場所から、食器、食缶、番

重、配膳カートその他の物品を回収し、調理室まで搬送すること。 

（8）調理、配膳及び下膳等が終了したときは、速やかに食器、食缶、番重、調理器具、配膳カート等

の洗浄及び消毒を行うこと。 
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（9）残菜、調理残菜、廃油及び給食業務で発生したごみは、敦賀市の分別方法に従って所定の場所に

搬出し、衛生的に保管すること。 

11 衛生管理及び施設管理 

（1）調理室の衛生管理は、関係マニュアルに沿って行い、常に清潔に保つこと。 

（2）施設、設備及び調理器具の日常点検を行い、破損又は異常を発見した場合は、速やかに園長又は

栄養士に報告すること。 

（3）納入された食材料の衛生管理は受託者が責任をもって行い、劣化又は異物混入を発見した場合は

直ちに報告し、指示を受けること。 

（4）調理室、食品庫、休憩室、検収室、トイレ等は常に清潔にし、整理整頓を行うこと。 

（5）排水溝、グリストラップ、換気装置、手洗設備等は適切に管理し、ドライ運用を積極的に図るこ

と。 

（6）調理室に関係者以外の者を立ち入らせたり、動物等を入れたりしてはならないこと。 

（7）消防法に基づく防火管理者を補佐するため防火責任者を定め、施設が行う防災訓練等には業務に

支障のない範囲で参加・協力すること。 

12 給食業務責任者及び給食業務従事者 

（1）受託者は、給食業務責任者 1名及び給食業務副責任者 1名を配置すること。 

（2）給食業務責任者及び給食業務副責任者は、調理師の資格を有し、給食調理業務を 1年以上経験し

た者であることが望ましい。また、給食業務責任者は食品衛生責任者と火元責任者の任を負う。 

（3）給食業務責任者は、業務管理及び衛生管理に関する総合的な専門知識を有し、園長との連絡調整

を行うこと。 

（4）給食業務責任者に事故等があるときは、副責任者がその任務を代行すること。やむを得ず両者が

不在となる場合は、それに相当する資格又は経験を有する者を配置すること。 

（5）給食業務従事者については、給食業務が無理なく、かつ遅滞なく確実に遂行できる人員体制とす

ること。 

（6）従事者の休暇、欠勤、感染症その他調理業務に従事できない事態が発生した場合は、速やかに代

替要員を確保し、業務に支障を来たさないこと。 

13 給食業務従事者の服務及び健康管理 

（1）受託者は、常に安全・衛生管理の徹底を図るとともに、給食業務従事者の健康管理を行うこと。 

（2）受託者は、定期健康診断を年 1回以上実施し、異常を認めた場合は直ちに医療機関を受診させる

こと。 

（3）受託者は、給食業務従事者に対して、赤痢菌、サルモネラ属菌、腸管出血性大腸菌（主に血清型

O-026、O-111、O-157）その他必要な細菌等の検便検査を月 2回以上実施し、結果判定後直ちに報

告すること。 

（4）受託者は、10月から 3月までの間に、期間中 3回以上及び必要に応じてノロウイルスの検便検査

を実施すること。 
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（5）給食業務従事者又は同居家族に下痢、嘔吐、発熱、腹痛等の症状がある場合は、直ちに医療機関

を受診させ、必要な検査を受けさせること。陰性が確認されるまでは給食業務に従事させないこ

と。 

（6）給食業務従事者にノロウイルス陽性反応が出た場合は、症状のない従事者にも必要な検査を実施

し、園長に報告すること。 

（7）就業制限の解除に際しては、医療機関の発行する就業許可証明書等を園長に提出すること。 

（8）身体及び衣服は常に清潔にし、白衣、ズボン、帽子、専用履物、マスク等を適切に着用するこ

と。 

（9）爪は短く切り、マニキュア、指輪、ネックレス、ピアス、時計等のアクセサリーを身につけない

こと。 

（10）調理前、下処理後、汚物取扱後、用便後、配膳前等は手洗いを完全に励行すること。 

（11）調理室では、私物の持ち込み、喫煙その他食品衛生上支障となる行為をしてはならないこと。 

14 危機管理対策 

（1）給食業務従事者が当該調理場で嘔吐等の症状を発症した場合は、園長に直ちに報告し、その指示

に従うこと。必要に応じて当該調理場の使用を一定期間制限する。 

（2）前号の場合においても、給食提供の継続については、園長の指示により、発症者以外の従事者、

代替要員又は業務代行者による対応を含め協議すること。 

（3）食中毒、感染症、異物混入、アレルギー事故、停電、断水、災害その他緊急事態が発生した場合

は、速やかに園長に報告し、被害拡大防止、原因調査、再発防止に協力すること。 

（4）事故発生時は、事故報告書を速やかに提出し、必要に応じて改善計画書を提出すること。 

15 食育 

こども園給食では、子どもが食事を楽しく食べる体験を通じて、健康な生活の基本としての「食を営む

力」の基礎を培うことを目的としている。受託者は、次の事項に協力すること。 

（1）受託者は、配膳作業を通じて園児と関わり、献立、食材、調理方法等について分かりやすく話す

など、園児が食への関心を深められるよう努めること。 

（2）受託者は、委託者の職員と連携し、調理に携わる者の仕事や給食ができるまでの過程を園児に伝

えるなど、食べ物や調理に関わる人への感謝の気持ちが育つよう働きかけること。 

（3）給食展示、試食会、行事食、収穫物を用いた活動その他園が実施する食育活動に、業務に支障の

ない範囲で協力すること。 

16 異物混入の防止 

受託者は、異物混入等の事故が起きないよう、衛生管理の徹底及び日常点検表による点検を実施し、作

業開始前に器具等の破損箇所や破損のおそれがないことを確認すること。異物混入があった場合又はそ

の疑いがある場合は、直ちに園長に連絡し、指示を受けること。 

17 研修 

受託者は、調理食品の取扱いが適切かつ円滑に行われるよう、また給食の目的を十分理解するよう、安

全衛生、調理技術、アレルギー対応、事故防止等に関する初任者研修及び継続研修を実施し、衛生管理
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に対する意識の高揚と資質の向上に努めること。事業団が必要と認めた場合は、従事者を研修に参加さ

せること。 

18 施設、設備、器具等の使用 

（1）給食業務は、事業団が備えた施設、設備、器具等を使用して行うこと。受託者は貸与を受けた施

設、設備、器具等を本業務以外に使用してはならない。 

（2）受託者は、調理業務に必要な被服、雑貨、文房具類その他受託者負担と定められた消耗品を調達

すること。 

（3）施設、設備、器具等が破損した場合は、受託者の代表者又は給食業務責任者から園長に報告し、

その指示に従うこと。ただし、受託者の責めにより破損した場合は、その経費は受託者が負担す

る。 

19 損害賠償及び代行保証 

損害賠償及び業務代行に関する事項は契約書のとおりとする。受託者は、業務履行が困難となるおそれ

がある場合に備え、契約書に定める業務代行体制を確保しなければならない。 

20 報告 

受託者は、別表 3に掲げる報告書を提出期限までに、園長に提出すること。事故、食中毒、感染症、異

物混入、アレルギー誤提供その他緊急性のある事項については、書面提出に先立ち、直ちに口頭又は電

話等により報告すること。 

21 業務評価 

事業団は、契約期間中又は契約期間の最終年度において、受託者の業務履行状況を確認又は評価するこ

とができる。評価結果は、改善指導、契約履行確認及び次期契約方法の検討資料とする。ただし、評価

の実施は契約更新又は再契約を約束するものではない。 

22 業務引継ぎ 

受託者は、契約開始前に事業団及び現行受託者等から必要な引継ぎを受け、契約開始日から円滑に業務

を開始できる体制を整えること。また、契約終了時には、次期受託者又は事業団に対し、業務に支障が

生じないよう必要な引継ぎを行うこと。 

23 その他 

本仕様書に定めない事項及び変更せざるを得ない事項については、事業団と受託者が協議し、決定した

事項に従い行うものとする。 
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別表 1 調理業務分担区分 

区分 業務内容 受託者 事業団 

給食全般 

給食運営の総括  ○ 

喫食状況の把握（残食調査等） ○ ○ 

給食関係部門との連絡調整  ○ 

献立 
献立表の作成  ○ 

献立表の確認・承認 ○ ○ 

食材 

食材料の荷受・検収 ○  

食材料費の支払い  ○ 

食材料の保管・在庫管理 ○ ○ 

調理 

食数の把握・確認 ○ ○ 

従事者の配置計画・管理 ○  

調理作業、配缶、盛付 ○  

保存食の採取・保存・廃棄 ○  

衛生管理 

食器、器具、調理機器の洗浄・消毒・乾燥保管 ○  

調理室、冷凍冷蔵庫、排水路等の清掃 ○  

従事者の健康管理、検便の実施 ○  

その他 

研修への参加 ○ ○ 

食育に関する行事への協力 ○ ○ 

事故発生時の対応 ○ ○ 

別表 2 費用分担区分 

区分 経費区分 受託者 事業団 

消耗品等 

食材料費  ○ 

ペーパータオル、アルコール、洗剤、食器洗浄機の洗剤、自治

体指定ごみ袋、エアコンフィルター等 
○  

中性洗剤、次亜塩素酸ナトリウム、清掃器具等 ○  

厨房消耗品（ラップ、アルミカップ等） ○  

調理業務に必要な被服等、グローブ・ミトン等 ○  

調理器具・食器類の購入・補充  ○ 

光熱・通信 
光熱水費（電気、水道、ガス）  ○ 

通信費（外線電話、無線 LANの使用）  ○ 

衛生費 
衛生消耗品（マスク、手袋等）、救急薬品等 ○  

害虫・害獣の駆除、防除に係る経費  ○ 

検査費 
健康診断、赤痢菌等検査費 ○  

ノロウイルス検査費 ○  

保守点検 調理機器、空調、消防設備等の保守点検費  ○ 
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その他 

受託者従事者に係る経費（研修参加費等） ○  

受託者に過失がある調理機器等の修繕 ○  

上記以外の調理機器等の修繕、買替え  ○ 

調理業務従事者の給食費 ○  

別表 3 提出書類一覧 

報告書の種類 様式番号 提出期限 提出部数 

業務完了報告書（日報）（調理員チェック・給食調理日誌・保存食記

録簿） 
1 毎日 1 部 

衛生管理日常点検表 2 毎週 1 部 

自主管理点検表（清掃） 3 毎週 1 部 

アレルギー食・離乳食に関する点検表 4 毎月 1 部 

給食調理業務従事者届出書 5 当初 1 部 

給食調理業務責任者届出書 6 
当初及び変

更後随時 
1 部 

防火責任者届出書 6 
当初及び変

更後随時 
1 部 

給食調理業務従事者変更届出書 7 変更後随時 1 部 

定期健康診断結果報告書（腸内細菌検査結果報告書） 8 
結果判明後

直ちに 
1 部 

事故報告書（けが、物損、異物混入等） 9 
発生後直ち

に 
1 部 

改善計画書 任意 
事業団が求

めたとき 
1 部 

研修実施報告書 任意 
実施後速や

かに 
1 部 

※書類は園長に提出すること 

 

別表 4 厨房設備一覧表 

厨房設備一覧表は、公告時点で提示可能な範囲で別紙として提示する。なお、建設中又は整備中の設備

については、変更が生じる場合がある。 

受託者は、設備の現況を確認したうえで提案し、契約後は善良な管理者の注意をもって使用すること。 


